
（１）【現状】水害リスク情報や減災に係る取組

①情報伝達、避難計画等に関する事項

項目 大田原市 矢板市 那須塩原市 さくら市 那須烏山市 茂木町 那須町 那珂川町 栃木県

想定される浸水リスク
情報の周知について

・ハザードマップに浸
水想定区域を掲載し、
全戸配布するととも
に、ホームページで公
表している。

・ハザードマップに、
箒川の浸水想定区域は
記載済み

・洪水ハザードマッ
プ、防災ハザードマッ
プを作成し、住民等に
配布するとともに市HP
等に掲載し周知してい
る。
・洪水予報河川であっ
ても対象区間以外では
浸水リスクが不明で、
周知できていない。

・ハザードマップを市
内全戸配布済み。関
東・東北豪雨の後にそ
れを踏まえたシミュ
レーションの浸水想定
区域図を使用し、新た
なハザードマップの更
新を行う予定。（Ｈ30
年度）

・県管理河川の今後想
定しうる最大の洪水に
対する浸水想定区域の
見直し結果に基づき、
国管理河川の浸水想定
区域と併せもって、ハ
ザードマップの改定を
行い浸水リスク情報を
住民に対し周知を行
う。

・ハザードマップを全
世帯に配付及び町ＨＰ
にアップ。町防災訓練
時、参加者にハザード
マップを配付。

・平成１０年那須水害
時の災害規模を想定し
た洪水ハザードマップ
を作成し、公表してい
る。

・洪水予報河川につい
て浸水想定区域図を基
に洪水ハザードマップ作
成し全戸配布している。

・県管理河川の内、洪水予報河川及び水位周知
河川について浸水想定区域図を作成・公表して
いる。
・今後、想定しうる最大の洪水に対して見直し
を行う予定。

洪水時における河川水
位等の情報提供等の内
容及びタイミングにつ
いて

・直轄河川の洪水予報発令を受け関係機関へ情
報提供を行っている。
・県管理河川についても洪水予報を発表してお
り、自治体、警察、消防等関係機関への連絡を
行い住民への周知を行っている。
・県管理河川が以下の事象になった時、直接連
絡（ホットライン）を行っている。
◆知事⇔市町長
①氾濫危険水位
②氾濫発生
◆河川課長⇔市町危機管理担当部課長
①氾濫警戒水位
②知事ホットラインの運用事象発生時

避難場所・避難経路に
ついて

・避難場所等について
は、ハザードマップ、
ホームページ等により
周知している。避難経
路については指定はし
ていないが、浸水想定
区域等の危険区域を通
らずに避難することと
している。

・ハザードマップに避
難所を表示している。

・洪水ハザードマップ
（蛇尾川、那珂川）、
市HP等により避難場所
を周知している。ま
た、ハザードマップに
避難方向は表示してい
るが、避難経路は指定
していない

・ハザードマップにて
避難所・避難場所・避
難方向の表示や浸水区
域を示している

・浸水想定区域外に避
難場所を設けることの
他に、平常時から浸水
リスクの高い地域住民
に対しては、当該地域
の防災訓練等において
安全避難経路を事前に
確認しおくよう周知・
徹底を図る。

・避難所はハザード
マップを配付して周知
している。また、ＨＰ
でも公開している。

・防災マップ及び洪水
ハザードマップを全世
帯に配布している。ま
た、ホームページ上で
の公開も行っている。

・災害種別ごとに町内４
０箇所を指定緊急避難
場所に指定
・避難経路については、
ハザードマップにより周
知

・各市町が作成するハザードマップに関して作
成支援を行っている。

・地域防災計画内、
「避難勧告等の判断・
伝達マニュアル」によ
り発令基準を定めてい
る。

・地域防災計画上で定
めている発令基準に基
づいて、避難勧告等の
発令を行っている。

・地域防災計画に記載

避難勧告等の発令基準
について

・大田原市地域防災計
画にて基準を明確に
し、周知している。

・箒川については、佐
久山観測所の水位を元
に発令基準制定済み

・避難勧告等の判断基
準・伝達マニュアルに
基づき、以下の基準を
参考に、河川巡視等に
よる現地情報や気象予
測等を総合的に捉えて
発令する。
(1)避難準備・高齢者
等避難開始
○水位観測所の水位が
氾濫注意水位に達し、
さらに水位の上昇が予
想される場合
○氾濫注意情報が発表
されたとき
(2)避難勧告
○水位観測所の水位が
氾濫危険水位に達する
ことが見込まれる場
合、又は避難判断水位
に達し、さらに水位の
上昇が予想される場合
○氾濫警戒情報が発表
されたとき
(3)避難指示（緊急）
○水位観測所の水位が
氾濫危険水位に達した
場合
○氾濫危険情報が発表
されたとき

「避難勧告等の発令基
準」を作成し、発令基
準を定めている。

・空振りを恐れること
なく、河川上流部にお
ける降水量(予想雨量
も考慮)を加味し、氾
濫注意水位に達し、か
つ、低位の浸水し易い
重点箇所を巡回・点検
をし、早め早めの避難
勧告等の発令を行うも
のとする。

資料３



住民等への情報伝達の
方法について

・自主防災組織及び自
治会長への電話連絡、
登録制メール、エリア
メール、防災行政無
線、広報車、テレビ・
ラジオへの情報提供、
ＳＮＳといった各種方
法により行うこととし
ている。

・避難勧告等は同報系
防災行政無線および市
のメール配信サービ
ス、ホームページ、ツ
イッター、広報車、消
防団、関係区長への電
話連絡、L-アラート等
を活用し周知を図る。

避難勧告等を発令した
場合は、次の方法によ
り対象地区住民等に情
報を伝達する。
・登録制メール
・ツイッター
・フェイスブック
・市ホームページ
・緊急速報メール
・広報車（消防団含
む）
・自主防災会長、自治
会長への電話連絡
・防災行政無線（塩原
地区のみ）
・ケーブルテレビ（塩
原地区のみ）
・電話応答システム
（塩原地区のみ）
・協定に基づく放送要
請（テレビ・ラジオ）

・避難勧告を行う場合
は以下の方法で伝達す
る。
　防災行政無線
　Ｌアラート
　防災メール
　市ホームページ
　フェイスブック
　ツイッター
・水防団による見回
り。
・自主防災組織、民生
委員による声かけ。

※防災無線の音達区域
外の方への戸別受信機
無償譲渡制度を開始し
た。

・防災メールの登録推
進を図り、数多くの住
民に対し防災情報を
プッシュ配信する。
・とちぎテレビのデー
タ放送にも情報をアッ
プし、周知を図ること
としているが、住民自
らが情報を取りに行っ
て下さるよう、平常時
からＰＲする。

・緊急速報メール、登
録制メール、ＣＡＴ
Ｖ、町ＨＰ、広報車、
消防車により情報を発
信している。

・気象台、県からの情
報を基に、登録制メー
ル、facebook等で情報
の提供を行っている。
・非常時においては、
防災行政無線（同報
系）、緊急速報メー
ル、広報車、消防団等
における個別訪問等で
情報提供を行ってい
る。

・音声告知端末
・屋外拡声スピーカー
・緊急速報メール
・Lアラート
・広報車　等

・「とちぎリアルタイイム雨量・河川水位観測
情報」（インターネット配信）により、雨量・
河川水位・河川状況映像等の情報を提供してい
る。
・電話応答装置により雨量・河川水位情報を確
認できると共に、ＮＨＫデータ放送により、河
川情報の配信を行っている。
・防災担当者向けプッシュ配信として、短時間
雨量・河川水位・洪水予報等の情報提供を行っ
ている。

避難誘導体制について

・自主防災組織の避難
誘導班や、地元消防団
による避難誘導を行う
こととしている。

・上記手段を通じ、開
設避難所を案内する。

・市が、警察、消防
団、自主防災組織等の
協力を得て実施する。

・市職員
・消防団員
・警察・消防署（要支
援者含）
・民生員（要支援者
含）
・自主防災組織（要支
援者含）

・自主防災組織の重要
性をアピールし、地域
内における「互助」・
「共助」のシステムが
確立されるようサポー
トする。
・地元消防団の協力を
得ながら、安全な避難
誘導体制を構築する。

・社会福祉協議会、消
防団が行う。また、警
察署、消防署へ協力を
要請する。

・消防、警察等関係機
関の協力を得て、避難
所までの避難誘導を行
う。
・上記関係機関の他、
民生委員等の福祉関係
者と協力し、避難行動
要支援者の避難誘導を
行う体制を構築してい
る。

・自主防災組織、消防
団、警察の協力を得て
避難誘導を行う。

②水防に関する事項

項目 大田原市 矢板市 那須塩原市 さくら市 那須烏山市 茂木町 那須町 那珂川町 栃木県

河川水位等に係る情報
提供について

・視覚的に分かりやすい
よう、河川監視カメラを
市内重要河川８箇所に
設置し、映像をほぼリア
ルタイムでyoutubeによ
り配信している。

・気象警報発令時にお
いては、観測所水位を
関係課にて確認してい
る。

・指定河川洪水予報（は
ん濫注意情報を除く）を
登録制メール、市ＨＰ（Ｊ
アラート連動）で配信し
ている。
・ダム管理者からの放
流情報を登録制メー
ル、ツイッター、フェイス
ブック、市ＨＰで配信して
いる。
・電話応答システム（塩
原地区のみ）

・出水期前に、県の「リ
アルタイム雨量河川水
位観測情報システム」
のアクセス情報を広報
誌に掲載し住民への周
知を図っている。
・現地消防団（水防団）
と災害対策本部にて情
報のやり取りを行ってい
る。

・防災メールの登録推
進を図り、数多くの住民
に対し防災情報をプッ
シュ配信する。
・ とちぎテレビのデータ
放送にも情報をアップ
し、周知を図ることとして
いるが、住民自らが情
報を取りに行って下さる
よう、平常時からＰＲす
る。

・防災担当者と消防団
幹部には県河川課から
の短時間雨量・河川水
位・洪水予報等の情報
が配信されるようにして
いる。

・気象台、県からの情報
を基に、登録制メール、
facebook等で情報の提
供を行っている。

・関係機関の情報を基
に必要に応じて水防団
へ周知
・緊急速報メールを活用
した洪水情報配信（国
土交通省）

・直轄河川の水防警報発令時に関係機関へ情報提
供を行っている。
・県管理河川については、洪水予報の発表と併せ水
防警報を発令している。
・「とちぎリアルタイム雨量・河川水位観測情報」（イン
ターネット配信）により、雨量・河川水位・河川状況映
像等の情報を提供している。
・電話応答装置により雨量・河川水位情報を確認で
きると共に、ＮＨＫデータ放送により、河川情報の配
信を行っている。
・防災担当者向けプッシュ配信として、短時間雨量・
河川水位・洪水予報等の情報提供を行っている。

河川の巡視区間、水防
活動の実施体制につい
て

・毎年、出水期前に県、
消防等と重要水防箇所
及び水防倉庫の点検を
行っている。
・毎年実施している市防
災訓練の際に、土のう
積み訓練を行っている。

・土木事務所とともに重
要水防箇所の点検を
行っている。

・毎年、出水期前に県、
消防等と重要水防箇所
及び水防倉庫の点検を
行っている。
・消防団（水防団）の水
防訓練を実施している。
・伝統的水防工法の継
承は困難な状況にあ
る。

・各消防団（水防団）の
担当地区内の河川巡視
を実施。

・毎年、出水期前に、市
の水防計画の見直しを
図り、当該内容に関し、
消防団と共に、意思統
一を図り、実践に役立て
られるよう準備する。

・毎年、出水期前に県、
警察、消防等と重要水
防箇所及び水防倉庫の
点検を行っている。

・毎年、出水期前に土木
事務所、消防署、警察と
重要水防箇所及び水防
倉庫の点検を行ってい
る。

・出水期前に関係機関
と重要水防箇所の点検
を実施
・水防団による河川巡
視
・水防訓練の実施

・毎年、出水期前に関係自治体、消防等と重要水防
箇所及び水防倉庫の点検を行っている。

水防資機材の整備状況
について

・本庁、支所、出張所及
び補修基地に土のうを
備蓄している。
・大田原市水防団の水
防倉庫に資機材を備蓄
している。

・市において土嚢の備
蓄を行っている。

・市内6か所の水防倉庫
及び消防署に資器材を
整備している。
・市役所本庁舎及び支
所庁舎に土のうを備蓄
している。

・防災倉庫、本部消防
詰所に土のうを備蓄し
ている。（市内３箇所）
・水防団へのライフジャ
ケットの配備。

・土のう等のストックは、
早くからの備蓄に努め、
その他の資機材につい
ては、計画的に購入し、
備蓄に努めるものとす
る。

・水防倉庫に杭、土の
う、ブルーシートなどの
資機材を備蓄している。

・町内の水防倉庫に資
機材を備蓄している。

・水防倉庫に土のう、土
のう袋、スコップ等の資
機材を備蓄

・防災ステーション、防災ヤードに根固めブロック、土
のう用土砂等を備蓄している。
・各土木事務所の水防倉庫に土のう袋等の資機材を
備蓄している。



市町庁舎、災害拠点病
院等の水害時における
対応について

・浸水想定区域に位置
していない。

・市庁舎及び災害拠点
病院は，浸水想定区域
に位置していない。

・災害対策（現地）本
部を開設する市本庁舎
及び支所は浸水想定区
域には立地していな
い。

・浸水想定区域につい
ては、１階になるべく
水に弱い機械等を置か
ないよう配慮している

・幸いにも、本市の防
災拠点は、水害を被る
箇所には建っておら
ず、特段の配慮は必要
ないと考えられる。

・「役場庁舎」が使用
不能になった場合は、
「茂木町防災館」を代
替場所とする。

・庁舎については、浸
水想定区域に入ってい
ないため、特段対策を
行っていない。
災害の状況に応じて、
備蓄している土嚢等に
より対応を行う。

特になし

③河川管理施設の整備に関する事項

項目 大田原市 矢板市 那須塩原市 さくら市 那須烏山市 茂木町 那須町 那珂川町 栃木県

堤防等河川管理施設の
現状の整備状況につい
て

・県管理の各河川において、河川整備計画に基づき
整備している。
・県の防災減災に対する取り組みとして、県管理河
川の堤防天端をアスファルト舗装で保護し、決壊まで
の時間を少しでも延ばす対策を実施している。また、
堆積土を除去し、洪水を安全に流す対策を実施して
いる。



（２）【課題】水害リスク情報や減災に係る取組
　① 情報伝達、避難計画等に関する事項

項　目 大田原市 矢板市 那須塩原市 さくら市 那須烏山市 茂木町 那須町 那珂川町 栃木県

想定される
浸水リスク
情報の周知
について

・県が見直しを終了
した段階で想定最大
規模降雨による洪水
浸水想定区域図に伴
う洪水ハザードマッ
プの改訂が必要であ
る。

・箒川の浸水想定区
域の見直しがあった
場合、ハザードマッ
プの改定等について
検討が必要である。

・県が実施する洪水浸水想定区域図の見
直しに伴い、洪水ハザードマップの改訂
が必要となる場合がある。
・対象区域以外の浸水リスクは明らかで
ないが、リスクがないと誤解されやす
い。対象区域を拡大していく必要があ
る。

・想定最大規模降雨
による洪水浸水想定
区域図に伴う洪水ハ
ザードマップの改訂
が必要である。（Ｈ
30年度実施予定）

・県管理河川におけ
る想定最大規模降雨
による洪水浸水想定
区域図を含めた洪水
ハザードマップの改
訂が必要である。

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図に
伴う洪水ハザードマップ
の改訂が必要である。

・特になし。 ・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図に
伴う洪水ハザードマップ
の改訂が必要。

避難勧告等
の発令基準
について

・特に深夜、早朝の
避難勧告発令の見極
めが困難。
・上流で降った雨に
よる増水の予測が困
難。
・河川の水位上昇時
には、同時に内水氾
濫や土砂災害、倒木
等の対応もしている
ため河川のみを注視
できない。

・降雨や水位の見込
や予想をするのは難
しい。
・特に深夜、早朝の
避難勧告発令の見極
めが困難。

・降雨や水位の見込や予想をするのは難
しい。
・特に深夜、早朝の避難勧告発令の見極
めが困難。
・発令にあたっては、水位のみならず、
河川の状況等を総合的に判断することと
しているが、数値化が難しい「総合的」
の部分の判断が非常に難しい。
・避難勧告等の発令の判断基準（具体的
な考え方）を整理する必要がある。
・河川の水位上昇時には、同時に内水氾
濫や土砂災害、倒木等の対応もしている
ため河川のみを注視できない。
・発令区域の見極めが困難。
・水位観測所から離れた上流域における
判断基準の設定が困難。

・降雨や水位の見込
や予想をするのは難
しい。
・上流で降った雨に
よる増水の予測が困
難である。
・深夜の避難勧告等
発令の見極めが困難
である。

・河床が昔よりも高
くなっているのか、
水位のみの数値から
安易に判断できない
ので、複合的な判断
が必要である。
・特に深夜、早朝の
避難勧告等の発令の
見極めが困難
・過去の常識や定量
的な情報だけの判断
ではなく、複合的な
要素を加味し、発令
の判断基準を整理す
る必要がある。

・避難勧告等の発令の判
断基準（具体的な考え
方）を整理する必要があ
る。
・降雨や水位の見込や予
想をするのは難しい。
・特に深夜、早朝の避難
勧告発令の見極めが困
難。

・避難の判断基準となる
水位に達する前でも、避
難すべきような危険な状
況になる可能性がある。
・降雨や水位の見込や予
想をするのは難しい。
・特に深夜、早朝の避難
勧告発令の見極めが困
難。
・河川の水位上昇時に
は、同時に内水氾濫や土
砂災害、倒木等の対応も
しているため河川のみを
注視できない。

・避難の判断基準となる
水位に達する前でも、避
難すべきような危険な状
況になる可能性がある。
・特に深夜、早朝の避難
勧告発令の見極めが困
難。

避難場所・
避難経路に
ついて

・地区によっては、
適切な避難所や避難
場所がないことから
車を使った長距離避
難を検討する必要が
ある。

・浸水想定区域につ
いて、箒川しか設定
が無いため、他の河
川による影響がわか
らない。

・ほぼ平坦な地形のため、避難方向の指
示は可能でも浸水を回避しての避難経路
の指定は困難。内水氾濫（浸水・冠水）
に関するリスクデータも少ない。
・浸水想定区域の対象区域外における洪
水リスクの判断、避難経路、避難場所の
設定が困難。

・避難行動要支援者
が避難するにあた
り、避難所までの移
動手段が無い方の避
難方法。
・避難方向はマップ
に示されているが、
避難経路については
具体化されていな
い。今後検討が必
要。

・災害に対する意識
レベルの相違の幅が
広く、敏感な方は、
早すぎるほどの対応
を求め、逆に、希薄
な方は、行政側から
の指示に従ってくれ
ないなどの温度差が
ある。
・地区によっては、
完全孤立地域が出て
くる恐れがあり、そ
の際の通信手段の確
保が課題である。
・防災に対する意識
付けを根気よく行っ
ていく必要がある。

・山間部のため土砂災害
警戒区域が多く、避難所
の指示は可能でも土砂災
害警戒区域を回避しての
避難経路の指定は困難で
ある。

・避難経路を具体化して
いく必要がある。
・地区によっては、適切
な避難所や避難場所がな
いことから避難所への移
動手段等を状況に応じて
検討しなければならな
い。

・ハザードマップの周
知・徹底

資料３



避難誘導体
制について

・夜間の避難を余儀
なくされる場合に、
住民の安全を確保し
なければならない。

・市民一人一人の避
難の意識の向上が必
要。
・避難行動要支援者
の避難誘導方法が課
題。

・避難勧告等が発令されても、避難行動
を起こさない住民への対応が課題。
・市民一人一人の避難の意識の向上が必
要。
・消防団員等の生命を守るため、避難誘
導時の待避の見極めが必要。
・避難行動要支援者の避難誘導方法が課
題。
・避難誘導を実施する各機関との連携を
図っておく必要がある。

・避難勧告等が発令
されても、避難行動
を起こさない住民へ
の対応が課題。
・早めに避難する場
合には車両での避難
が想定されるため、
誘導方法そのものの
検討が必要。
・避難行動要支援者
の避難誘導方法が課
題。
・市民一人一人の避
難の意識の向上が必
要。

・避難勧告等が発令
されても、避難行動
を起こさない住民へ
の対応が課題
・避難誘導マニュア
ル等を早急に整備す
る必要がある。
・要配慮者の避難誘
導方法が課題

・避難行動要支援者の避
難誘導マニュアルの作成
と迅速に対応するための
各組織との連携と訓練が
必要である。

・避難勧告等が発令され
ても、避難行動を起こさ
ない住民への対応が課
題。
・避難行動要支援者の避
難誘導方法が課題。
・水害が広範囲に及ぶ場
合には、各員が連携をし
ても人員が不足する恐れ
がある。

・自主防災組織等と連携
した避難誘導体制の確立
と地域単位での避難訓練
の実施

市や国などの関係機関と連携
して広域的な避難計画の策定
が必要。

　②水防に関する事項

項　　目 大田原市 矢板市 那須塩原市 さくら市 那須烏山市 茂木町 那須町 那珂川町 栃木県

河川水位等
に係る
情報提供に
ついて

・河川監視カメラで
水位の様子を発信で
きる河川が、主要河
川のみに限定され
る。

・有線電話や携帯電
話が使えない場合の
連絡手段の確保方法
を考えておく必要が
ある。

・水位情報（はん濫○○水位）や洪水予
報（はん濫○○情報）の名称、表現が住
民等にとってわかりにくい。
・登録制メールの登録者拡大が課題。
・停電時や電話不通時の情報伝達手段の
確保について検討が必要。

・河川水位の確認の
方法(データ放送やイ
ンターネット)が各種
あることの周知を行
い、住民自ら情報を
取得してもらう意識
付けが必要。

・提供する情報が、
専門的な表現になら
ないよう注意を払う
必要がある。
・最悪の事態(招集人
員不足･･･等)を想定
した対策案を考えて
おく必要がある。
・数字だけでなく、
現場確認も重要であ
る。

・河川情報を受信したと
きの対応マニュアルの作
成と、迅速に対応するた
めの訓練が必要である。

・提供する情報が、専門
的な表現にならないよう
注意する必要がある。
・有線電話や携帯電話が
使えない場合の連絡手段
の確保方法を考えておく
必要がある。

・水防団における洪水危
険レベルの認識

・災害時は緊急速報メー
ル、登録制メール、ＣＡ
ＴＶ、町ホームページで
広報するが、携帯電話を
持っていない高齢者への
情報伝達方法を整備する
必要がある。

・複数の情報伝達の体制
や方法をとっているが、
全ての住民へ周知できて
いるのか不明。
・外国人への情報伝達が
必要。
・各機関からのＴＥＬや
ＦＡＸ、メールが多く、
情報の精査が困難となっ
ている。

・町が行う情報伝達方法
の周知・徹底

住民等への
情報伝達の
方法につい
て

・防災行政無線が聞
こえにくい。
・複数の情報伝達の
体制や方法をとって
いるが、自治会未加
入世帯や単身世帯な
どを含めた全ての住
民へ周知できるのか
不明。

・防災行政無線が聞
こえにくいことに対
し、市のメール配信
サービスを提供して
いるが、全ての人が
登録しているわけで
はないので、情報を
取りにくい人がい
る。
・防災行政無線は、
豪雨時の雨音や濁流
の音で聞き取れない
恐れがある。
・複数の情報伝達の
体制や方法をとって
いるが、全ての住民
へ周知できているの
か不明。
・各機関からのＦＡ
Ｘやメールが多く、
情報の精査が困難と
なっている。
・災害担当課と県防
災端末があるフロア
が異なっており、FAX
の着信に気づきにく
い状態となってい
る。

・登録制メールの登録者拡大が課題。
・防災行政無線は、豪雨時の雨音や濁流
の音で聞き取れない恐れがある。
・複数の情報伝達の体制や方法をとって
いるが、全ての住民へ周知できているの
か不明。また、限りある人員の中で何と
か運用している状態である。
・停電時や電話不通時の情報伝達手段の
確保について検討が必要。
・市内全域への情報伝達手段（同報系防
災行政無線等）の整備について検討が必
要。

・防災行政無線が豪
雨時には特に聞こえ
にくい。
・複数の情報伝達の
体制や方法をとって
いるが、全ての住民
へ周知できているの
か不明。
・防災行政無線が聞
き取れなかった場合
の確認電話システム
を設けているが、市
民アンケートにおい
ても認知度が低く更
なる周知が必要。
・漏れのない情報伝
達を行うには、全行
政区にて自主防災組
織が設立され、行き
届いた声かけができ
るシステム作りが必
要。

・豪雨時の防災行政
無線が聞き取れな
い。
・情報伝達の多重化
を進めているが、行
政側のアピール不足
も起因してか、なか
なか浸透し切れてい
ない。
・ある程度までの災
害時は、担当レベル
での対応で可能であ
るが、大規模災害時
の情報発信に際して
は、マンパワーが不
足である。
・災害情報を自ら引
き込んで入手して頂
けるような意識改革
が必要である。



河川の巡視
区間、水防
活動の実施
体制につい
て

・特に夜間の巡視
や、堤防の破損があ
る場合など、通常よ
りも危険な活動とな
る場合の安全管理を
徹底する必要があ
る。

・巡視のための必要
な人員確保が、消防
団等では難しい。

・決壊するような猛烈な増水時は、巡視
や土のう作業などには危険を伴うため安
全対策を考える必要がある。
・担当者の安全管理を徹底していく必要
がある。
・消防団（水防団）の水防訓練の充実を
図る必要がある。

・決壊するような猛
烈な増水時は、巡視
や土のう作業などに
は危険を伴うため安
全対策を考える必要
がある。
・担当者の安全管理
を徹底していく必要
がある。

・巡視のための必要
な人員確保が、消防
団等では難しい。
・水防従事者の安全
管理を徹底する必要
がある。

・水防団員の水防訓練が
必要である。

・決壊するような猛烈な
増水時は、巡視や土のう
作業などには危険を伴う
ため安全対策を考える必
要がある。

・水防団におけるも重要
水防箇所の把握

・実際の水防活動を想定し、
関係機関と協力した訓練の実
施や点検が必要。

水防資機材
の整備
状況につい
て

・資機材について
は、定期的な点検管
理を引き続き実施し
ていく必要がある。

・現在の備蓄では不
完全であるため、今
後計画的な整備が必
要。
・資機材について
は、定期的な点検管
理が必要である。
・水防資機材の種類
や数量を検討し見直
していく必要があ
る。

・資機材については、定期的な点検管理
が必要である。
・水防資機材の種類や数量を検討し見直
していく必要がある（安全対策のための
資機材、現代の水防工法に合った資機
材）。

・資機材について
は、定期的な点検管
理が必要である。
・水防資機材の種類
や数量を検討し見直
していく必要があ
る。（限られた人員
による水防活動の手
助けとなる資機材の
導入の検討例：水土
のう）

・現在の備蓄では不
完全であるため、今
後計画的な整備が必
要
・水防資機材の種類
や数量を検討し見直
していく必要があ
る。
・ライフジャケット
など、装備の充実が
必要

・ライフジャケットな
ど，安全装備の充実が必
要である。

・資機材については、定
期的な点検管理が必要で
ある。（毎年、実施をし
ている。）

・ライフジャケットなど
の安全装備の充実

水防資機材の備蓄について、
水防活動の計画に合わせた数
量など検討が必要。

市町村庁
舎、災害拠
点病院等の
水害時にお
ける対応に
ついて

・いずれも浸水想定
区域には位置してい
ない。

・浸水想定区域につ
いて、箒川しか設定
が無いため、他の河
川による影響がわか
らない。

・洪水（おそれ）時には浸水想定区域内
にある指定避難所（１箇所）に避難しな
いことについて、地域住民の十分な理解
が必要。

・想定最大規模降雨
における浸水深など
の被害想定の場合も
恒常的に災害対策業
務ができるように施
設を整備する必要が
ある。

・特になし。 ・庁舎が浸水想定区域内
にあるため、具体的な対
応マニュアルを作成し、
訓練する必要がある。

・特になし。 特になし


